チャランケ通信　第10号　2013年4月29日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
前内閣官房参与　峰崎直樹
アベノミクス批判(その4)　財政破たんの危機
　早いもので、もう4月も終わり、いよいよ風薫る5月だ。と言っても、札幌の春は、まだ桜の開花にも程遠く、本格的な春の到来はゴールデンウイーク明け以降になりそうだ。
　安倍政権に対する支持率は上昇しつつ高止まりし、マスコミによる世論調査の中には70%を超すものも出てきており、気分の問題とはいえ経済の好転期待(予想)の拡がりが、それこそ予想以上に国民に好感をもって迎えられているのだろう。やはり、国民の生活の向上・安定が一番の基礎であることがよくわかる。それだけに、気分や期待だけで、本当に我々国民生活が向上していけるのか、正しく見ておく必要がある。
財政再建の国際公約は守られるのか
アベノミクスの「第一の矢」である金融政策についての検討は、これまでの3回にわたるこの通信で触れてきたのだが、今回は「第二の矢」と称している財政支出の拡大についてみていきたい。先日アメリカのワシントンで開催されたG20の会合で、日本に対する厳しい指摘がなされたことは、すでに前号で触れておいたのだが、果たして日本の財政規律は守られるのだろうか。国際公約としては、2010年カナダで開催されたG20の会合で、2015年までにプライマリー赤字の半減、2020年にはプライマリー黒字の達成、2020年度以降は累積債務の削減に踏み出すというもので、安倍内閣もそれを踏襲するとしている。
　ところが、つい最近明らかになってきたことは、菅官房長官が22日に開催された経済財政諮問会議の場で、国際公約となっている財政健全化のプログラムに関して「あまり固定化しないで、もう少し様子を見てはどうか」と発言した議事要旨が公開され、新聞報道されて以降、甘利大臣などが必死になって火消しに走っているようだが、肝腎の安倍総理は打ち消した形跡がない。財政赤字の削減公約が、世界や市場の注目の的になっているわけで、昨年決定された消費増税による財政赤字の削減(それと社会保障の充実)という公約が、もし先送りされるようなことになれば、市場での日本国債に対する信任が失われ、アベノミクスへの信頼は一気に崩壊することは必至であろう。
公共事業の大判振る舞い、参議院選後もゴリ押しか
　財政について見逃せないのが、安倍内閣になって直ちに策定された補正予算である。その規模が巨額に達し、公共事業費だけでも約10兆円に達している。もっとも、補正予算なので、原則としては3月末までに執行・消化しなければならないのだが、到底それを完全消化することができないまま、基金として90%近い補正予算分が繰り越されている。いつでも機動的に執行されるとしているが、族議員と各省庁や業界にとってこれほどおいしいものはない。どんな使われ方をするのか、国会での厳しい監視の目を光らせていく必要がある。
　なるほど、参議院に送付された今年度予算案は、約92兆円と民主党政権時代に比較して2兆円近く少なくなっているのだが、参議院選挙明けの秋口になれば、公共選択学派のブキャナン氏がケインズ政策の裁量的な財政政策の政治的な欠陥として批判したように、当然のように策定される補正予算の中で、景気対策と称して再び大判振る舞いに出る可能性が大であり、財政再建などどこ吹く風とばかりに、財政規律を無視した「無茶苦茶な予算」が作られることが十分に予想される。
「国土強靭化基本法案」いよいよ国会へ
　それにしても、それだけの大判振る舞いをしても、内需が一時的に拡大することはできたとしても、やがては増税によって次の世代に負担が転化されるわけで、経済成長に対する効果は殆どないどころか、巨額になった財政赤字の累積に対して、世界の国々の関係者が、不安を通り越して深刻な眼で見ていることを知るべきだろう。
そうした中で24日、自民・公明両党は「国土強靭化基本法案」という名称でまとまり、今国会に提出する方向のようだ。当然参議院選挙向けでもあるのだが、公共事業の拡大への回帰に対して、その財源を消費増税によって浮いた財源を充てるようでは、何のための消費税の引き上げなのか、という批判が巻き起こって当然だ。だが、すべては参議院選挙で勝利し、「捻じれ」を解消すれば何でも国会を通すことができるわけで、どうみても「社会保障・税一体改革」の理念は消え始めているように思える。
市場からの反乱による日本経済の大混乱という、本当に恐ろしい事態が待ち受けているように思えてならない。
　　　野口悠紀雄さんの予測「国債暴落への道」を読んで
　アベノミクスに対して、厳しく批判の論陣を張っている経済学者の一人に野口悠紀雄(早稲田大学フアィナンス総合研究所顧問)氏がおられる。4月25日のダイヤモンドオンライン上で「日銀の異次元緩和が開いた国際暴落への道筋」と題して、国債の暴落(金利高騰)の危険性に言及されている。本文は長いので、結論だけを引用すれば、
　　「1,銀行のポートフォリオが大きく歪むことになるので、計画どおりの国債購入はできない可能性が高い。
　　 2,　日本国債に対する信頼性が失われると、金利が高騰し、経済が混乱する恐れがある。」
　と見ておられる。なにせ、とんでもなく金融を緩和していくために、国債市場がてんやわんやしており、日銀がいくら銀行から国債購入を増やそうとしても、銀行の方が売らない可能性が大であり、もしそれでも2年間で計画通り100兆円もの長期国債購入を進めるためには、今よりも国債発行額が増えなければならなくなる。つまり、財政拡大が求められる可能性が大きくなると(一定の条件を設定の上で)予想されている。ということは、先ほど指摘した自民・公明両党の主張する国土強靭化法案と整合的になるのだ。そうなれば、財政健全化のシナリオは崩れ、「金利低下」シナリオから一転して「金利高騰シナリオ」になってしまうとみておられる。新規に発行された国債が、銀行が購入する端から日銀が購入するわけで、「事実上の日銀引き受け」と同じになり、放漫財政への道に転落し、極端な金利上昇と急激な円安となり、国債の破たん・金融危機シナリオが現実化すると予測されているのだ。まことに恐るべきシナリオと言えよう。
肝腎なことは、「実体経済で金融が動く」逆ではない
野口氏が指摘している本質的な論点は、「実体経済が金融を制約するのであり、金融が実体経済を動かすのではない」という点にあると思う。
黒田日銀総裁をはじめとするリフレ派の方たちは、マネタリーベースを拡大して金融を超緩和していけば、デフレからインフレに転換できるとし、その背景に、お金は増やしていけば必ず使われるはずだ、と信じているからに他ならない。実体経済の好転が無ければ、そのお金は再び日銀の当座預金に積み上げられる、つまり使われることなく戻ってくるしかない。それでも、金融を無理やり緩和し続ければ、金融システムの破たん=お金(貨幣)の信頼を失い、やがて人々は一斉に信用できないお金(貨幣)を物に変える行動に移る。すなわち、ハイパーインフレーションに転化し、日本の経済・社会の大混乱を招き、世界経済にも多大な影響をもたらす。
良く考えてみると、この道は第二次世界大戦によって膨れ上がった戦時公債(GDPの200%以上)が、戦後のインフレ(100~200倍)になることによって帳消しになったことと同じことになるのだ。つまり、ハイパーインフレという大増税が1,000兆円(GDPの200%以上)を上回る累積赤字を帳消しにしてしまおうとしているのだ。このインフレによる大増税は、すべての国民に否応なく襲ってくる。資産家は海外などへ資金逃避できても、逃げるべき手段を持たない中・低所得(資産保有)者層に一番のダメージを与える。国際的な市場連携が密になった今日ではあるが、どうみても、その道以外に安倍ノミクスが実現できることはなさそうだ。
黒田総裁は「カール・ポパーの徒」であり、
日銀の異次元の金融緩和は反証可能性を埋め込む
政府が財政規律の基準と工程表提示は当然
最後に、黒田日銀総裁が田中直毅氏とのインタビュー記事が「フォーサイト」に掲載されている。執筆は4月24日附で田中直毅氏の文責で、題して「異次元の人『黒田日銀総裁』が考えていること」とある。田中直毅氏の、オックスフォード大学留学中に共感したカール・ポパーに対する質問に対して、黒田総裁は
　「白川方明さんの趣味は金融政策だそうだが、私はオックスフォード以来、趣味は歴史哲学になった」
とカール・ポパーの徒であることを認め、田中氏が続いて質問したポパーの問題提起である「どんな証拠を突きつけてもその命題が間違っていることを証明できないなどという命題は、経験に基づく社会科学の命題たりえない」について、黒田氏は日銀が打ち出した
「異次元の金融緩和には、1つひとつ反証可能性が埋め込まれていると考えてくれてよい。私はポパーの徒としての道を歩みたいと思う」
と自信たっぷりに答えて、これまでの「日銀イデオロギー」なるものが反証可能でないものであった、と厳しく断定している。そして、今回の日銀の金融政策を財政ファイナンスが開始されたものではないか、という警戒心が市場の一部に広がっていることに対して、黒田氏は
　「私は5年間の金融政策を預かった。2年で2%の物価上昇率にコミットしている。当然のことながらその後のことも考えている。財政規律の確立だけは、いかに経済のグローバル化が進行しようとも、主権国家がその運営について自らの責任を取らねばならない領域だ。日銀は国債を買い続ける銀行として突出しようとしている。自らの貸借対照表の資産の部に計上するものについて、バンカーとしてその価値維持に関心を払わないということはありえない。」
と答えたところで、田中氏が、「いざとなれば、荒唐無稽な命題を振りかざす勢力と、対決していくということか」と追い打ちの質問を続ける。それに対して、黒田氏は
　「反証可能性のない命題を提供し続けてはならないその第一は政府である。日本経済の内部に競争を忌避する勢力が巣食っているという指摘が登場して久しい。既得権のようにしてこうした勢力が力を保ってきたのは、政治との癒着のゆえである。日本社会を絆の維持とかコミュニティの連続性とか、反証可能性のない命題を覆うことから日本の政治は退出すべきである。具体的な基準と工程表とが、財政規律の確立を巡って政府から提示されるべきは当然だろう。社会保険会計の赤字も広い意味での政府赤字であり、政府が責任を持つべき領域である。
　日銀が反証可能性のある命題の提示という責任をまず明らかにした。政府は規制撤廃などを含め、同様の視点からの命題の提示を行うべきであろう。『開かれた社会』を維持し続けるためには、相応の責任遂行が、あらゆる部門で行われなければならない。」
ナイーブ過ぎる財政規律維持への願望
黒田総裁、これからの言動への説明責任が問われる
さて、読者はこのような黒田新総裁の説明をどのように理解されるだろうか。先ほど見てきた財政規律の問題に関してだけでも、日本だけでなく先進国の民主主義には、財政の規律を弱めたり無視したりして先送りをする問題点が内在していることはブキャナンたちの理論にもあるとおりである。ナイーブにも、それが日本の安倍政権の下で、政治家たちの既得権を押し込んででも財政規律を維持していけるのか、財務官僚出身の黒田氏なら、それがいかに困難なことかは理解されて当然なわけで、このインタビューには正直言って唖然とさせられた。これでは、日本のマクロ経済がどのようになっていくのか、まことに心もとなく、不安だけが拡大していくばかりである。
われわれは、ポパーの徒たる黒田東彦日銀総裁の、これからの言動について、厳しく説明責任を追い求めていかねばなるまい。
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